
 

 

 

 

 

 

  

 第１号様式（第９条関係） 

 

                         含有調査補助金交付申請書 

 

（あて先）京 都 市 長  令和●年 ●月 ●日 

申請者の住（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 

488 番地 

申請者の氏名（法人にあっては，法人名称及び代表者名）   

 

京都 太郎                

 

電話０７５－２２２－３６１３ 

 

京都市補助金等の交付等に関する条例第９条の規定に基づき，次のとおり京都市吹付けアスベスト除去

等助成事業の補助金の交付を申請します。 

建物の所有者 

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地） 

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 番地 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者名） 

京都 太郎 

建築物の概要 

建 築 物 名 京都ビル 建築年月 Ｓ５０年１月 

所 在 地 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 番地 

建 物 用 途 事務所 延べ面積 １，３００㎡ 

構 造 □木造  ☑鉄骨造  □鉄筋コンクリート造  □鉄骨鉄筋コンクリート造   

建築基準法で規定 

する耐火建築物 

☑耐火要求あり 

□耐火要求なし 
階数 

地上（  ３  ）階 

地下（     ）階 

事業費の額 
補助対象費用 

（※消費税及び地方消費税を除く） 
７３，５００円 

交付申請額 交付申請額（※千円未満切り捨て） ７３，０００円 

事業の内容 事業開始予定日 令 和 ● 年 ● 月 ● 日 事業完了予定日 令 和 ● 年 ● 月 ● 日 

施工箇所 ２階天井部分 １，２階柱，梁   

含 有 調 査

を 行 う 予

定 の 事 業

者名 

住  所 京都市中京区○○町△△番地 

会 社 名 ○○株式会社 

代表者名 代表取締役 ○○ △△ 電話○○○－△△△－□□□□     

（調査を担当する建築物石綿含有建材調査者） 

氏  名 □□ ■■     修了証明書番号 Ｈ○○○○○○○ 

備 考 

 

含有調査交付申請書 記載例 

（※朱書き部分が申請者の方に記載してい

ただく箇所です。） 

 

※注意点 

含有調査を実施した後の補助金の交付申請は一切受け

付けられません。必ず，先に交付申請を行い，交付決定

通知を受けてから，事業を開始してください。 

建物の所有者欄の

情報は，申請者欄

と一致させてくだ

さい。 

○補助対象費用 

複数社の見積のう

ち，含有調査を依

頼する方（見積が

安価な方）の見積

金額を記入してく

ださい。 

※ただし，消費税

相当額は含まない

でください。 

 

○交付申請額 

補助対象費用から

千円未満を切り捨

てた額を記入して

ください。 

見積をとった複

数社のうち，含有

調査を依頼する

会社（見積が安価

な方）の情報を記

入してください。 

申請者欄は基本的

に，登記事項証明

書の記載と一致さ

せてください。 



 

含有調査補助金交付申請書記入要領 

 

添付図書チェックリスト 

 

チェック 添付図書 

☑ 
補助対象建築物の位置図 

（縮尺２，５００分の１程度で，敷地内における補助対象建築物の配置がわかるもの）  

☑ 
アスベストの含有のおそれがある吹付け建材のある場所を示した補助対象建築物

の図面（縮尺２００分の１程度の平面図，天井伏図，断面図等） 

☑ 

補助対象建築物に存するアスベストの含有のおそれがある吹付け建材の現況写真

（１箇所につき異なる角度から撮影した複数枚）又はアスベストの含有のおそれ

がある吹付け建材が使用されていることを表す設計図書等（仕上げ表，矩計図等 

☑ 確認済証又は検査済証の写しその他補助対象建築物の建築年代の証明となるもの 

☑ 補助対象建築物の登記事項証明書 

☑ 
補助対象建築物が区分所有建物である場合は，含有調査を実施する旨の決議があ

ることを証する書類又はこれに類する書類 

☑ 
補助対象建築物に共有者がある場合にあっては，含有調査の実施に関する共有者

全員の同意書 

☑ 
含有調査に係る費用の複数の事業者が作成した見積書（調査を行う建築物の所在

地及び要綱第５条第３項に定める分析方法を明記したもの） 

☑ 含有調査を行う建築物石綿含有建材調査者の調査者登録証の写し 

□ 

その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

＜記入要領＞ 

※該当する□に，チェック☑を入れてください。 

※申請者は，要綱第３条の規定による補助対象者としてください。 

 

１ 建築物の概要 

①建築基準法で規定する耐火建築物：建築基準法第２７条第１項の規定によるものとします。 

２ 事業費の額 

①事業費の額：含有調査に要する費用としてください。（※分析調査費用を含む。） 

３ 事業の内容 

①施工箇所：室名及び施工部位（壁・天井など）を記入してください。 

②建築物石綿含有建材調査者：国土交通省が公示する建築物石綿含有建材調査者講習登録規程  

 の要件を満たした登録講習機関が実施する講習を修了した者を記入してください。 

位置図がない場

合，地図等をコピ

ーしたもので構い

ません。 

 

お手元にない場

合，補助対象建築

物の住所，建築年

等の情報をもと

に，京都市役所建

築審査課で証明書

を発行できます。 

（地方）法務局で

発行できます。補

助対象建築物の所

有者を確認するた

めの書類になりま

すので，権利者の

事項の部分が，申

請者と一致するこ

とを確認してくだ

さい。 
複数社から見積をとってください。 


